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第 1期に開設されたコロニーは 3カ所であるが、制度上 18歳以上の知的障害者を対象とした
施設は存在しない。そのため、当初は知的障害児等を対象とした施設として開設されたが、その
後 18歳以上を対象とした施設も設置したコロニーである。第 2期の開設コロニーは 13か所で
あった。そのうち第 2期後半の開設が、8カ所 6割以上を占めている。1965（昭和 40）年 12
月に「心身障害者のためのコロニー設置についての意見」（以下、「コロニー懇談会意見書」）が
提示され、コロニー政策が推進されて以降に偏っていることがわかる。次に、第 3期は 15カ所




以外にコロニーの開設は見られない。また、第 2期後半と第 3期前半の 8年間で半数の 18カ所
となり、コロニーの開設はこの時期に集中していることがわかる。
（3）コロニー設立主体と運営主体、運営形式の変化












第 1期 ～1959（昭和 34）年 3カ所
第 2期 1960（昭和 35）年～1970（昭和 45）年 13カ所
第 2期後半 1966（昭和 41）年～1970（昭和 45）年 （再掲）8か所
第 3期 1971（昭和 46）年～1980（昭和 55）年 15カ所
第 3期前半 1971（昭和 46）年～1973（昭和 48）年 （再掲）8か所





































ていた。改築を行った 17カ所のうち 11カ所が、1970（昭和 45）年までに開設されたコロニー
であった。一方、改築を行っていない 8カ所のうち 5カ所は 1971（昭和 46）年から 1980（昭
和 55）年の開設であった。このように開設年をみると、改築は開設年代の古いコロニーに多い。
















































































































⑵ 例えば、障害者総合支援法 2011（平成 23）年改正（改正当時の法律の名称は、障害者自立支援法で
ある。）において、地域移行支援事業が制度化された。
⑶ 「障害者基本計画（第 3次）」において、2005（平成 17）年度の「福祉施設入所者数」が 14.6万人と
報告されている。同じく、2008（平成 20）年度の「統合失調症の入院患者数」は、18.5万人という
数値が示されている。
⑷ 『平成 26年度版障害者白書』の障害者数の集計から計算すると、身体障害児・者の入所割合は 1.9％


















園）。最大定員 550名を 2014年度に 350名まで減少させている。
⑹ 特に参照した文献は、国立コロニーのぞみの園田中資料センター編の『わが国精神薄弱施設体系の形
成過程－精神薄弱者コロニーをめぐって－』（特殊法人心身障害者福祉協会、1982）である。
⑺ 厚生省社会・児童家庭局長から都道府県知事宛に出された通知である。
⑻ 大友信勝編著（1996）『高齢者施設のルネッサンス－社会福祉事業団に展望はあるか－』KTC 中央出
版、p.16。
⑼ 大友信勝編著（1996）『高齢者施設のルネッサンス－社会福祉事業団に展望はあるか－』KTC 中央出
知的障害者コロニーの動向にみる地域生活移行の課題 （３３）
版、p.28-33。
⑽ 花原信昭（1993）「これからの福祉と事業団の役割」『創立 20周年記念論文集』全国社会福祉事業団
協議会。
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